
１　平成２９年度末で廃止するもの

事業名

区分

担当課

事業実施の背景

事業開始年度

事業概要

実績

事業費 事業費 事業費

人件費 人件費 人件費

必要性 有効性 効率性 必要性 有効性 効率性 必要性 有効性 効率性

1 1 1 3 1 4 2 1 4

今後の方向性

関連条例等

事務事業の抜本的見直し結果

- 白井市徘徊高齢者家族支援サービス事業実施規則

不詳

　介護保険の家事援助で代替可
能であるため、平成29年度末で
廃止する。

　市独自で行うより、民間のノウ
ハウを生かした類似の事業に協
力することとし、平成29年度末で
廃止する。

白井市高齢者等寝具乾燥消毒サービス事業実施規則

　利用実績が少ないため、平成
29年度末で廃止する。

【利用実績】
　　　　　　利用台数　利用回数
Ｈ24年度　　5台　　　　　0回
Ｈ25年度　　3台　　　　　0回
Ｈ26年度　　4台　　　　　0回
Ｈ27年度　　5台　　　　　0回
Ｈ28年度　　4台　　　　　0回
Ｈ29年度　　1台　　　　　0回

　高齢者等が在宅で自立した生
活が送れるよう、徘徊の見られ
る高齢者を介護する家族に、位
置通信端末装置を貸与する。
【対象者】
　徘徊の見られる認知症の高齢
者などと同居している家族で、徘
徊の際に保護することができる
人
【内容】
　高齢者が徘徊した場合、位置
通信端末装置により、高齢者の
現在の居場所を検索できる。
【費用負担】
市民税課税世帯：月200円
市民税非課税世帯：月100円
生活保護世帯：無料

　利用実績も少ないことから、事
業の実施意義が薄れている。

　子どものキャリア教育を推進す
るため、既存事業を活用して、子
どもたちが好きな職業を体験で
きる機会を創出する。

　高齢者等が在宅で自立した生
活が送れるよう、在宅の寝たきり
高齢者などに寝具の乾燥消毒と
水洗いサービスを実施する。
【対象者】
　高齢者や重度の心身障がい者
などで、寝具の自然乾燥をする
のが困難な人
【内容】
　乾燥消毒は月１回まで、水洗
いサービスは年２回まで実施す
る。
【費用負担】　乾燥消毒・水洗い
市民税課税世帯：300円・630円
市民税非課税世帯：150円・310
円
生活保護世帯：無料・無料

子どもしごとフェス事業

重点戦略 重点戦略外 重点戦略外

【Ｈ28年度実績】
・既存事業を活用した事業展開
の検討
・指定管理者が実施する類似事
業の調査・研究

【利用実績】
Ｈ24年度　2人
Ｈ25年度　3人
Ｈ26年度　2人
Ｈ27年度　1人
Ｈ28年度　2人
H29年度上半期　1人利用

　高齢者が健康で生き生きとした
生活を送ることができるよう、健
康維持、介護予防、生きがいづく
りなど様々な支援が必要とされ
た。

高齢者福祉課

事務事業評価及び事務
事業の見直し基準に基
づく総合評価点数及び

内容

　計画策定時には想定していな
かったが、現在、白井コミュニ
ティセンターの指定管理者が同
種事業を継続的に実施している
ことを踏まえ、市が本事業を実施
する必要性は低下している。

　介護保険制度の家事援助によ
り寝具乾燥等のサービスが受け
られ、当該サービスを市単独で
提供する意義は低下している。

生涯学習課

Ｈ28年度決算額
0円

81,000円

41,688円

-

高齢者在宅福祉事業
（寝具乾燥消毒サービス）

高齢者在宅福祉事業
（徘徊高齢者家族支援サービス）

22,924円

-

　国や県で子どもたちのキャリア
教育を重要視する傾向があり、
市でもそういったことが体験でき
る場の提供を検討をする必要が
生じた。

　高齢者が健康で生き生きとした
生活を送ることができるよう、健
康維持、介護予防、生きがいづく
りなど様々な支援が必要とされ
た。

高齢者福祉課

Ｈ28年度 不詳

別紙１



２　平成２９年度末で休止するもの ３　平成３０年度から実施主体を変更するもの

事業名 事業名

区分 区分

担当課 担当課

事業実施の背景 事業実施の背景

事業開始年度 事業開始年度

事業概要 事業概要

実績 実績

事業費 事業費

人件費 人件費

必要性 有効性 効率性 必要性 有効性 効率性

2 2 1 3 1 1

今後の方向性 今後の方向性

関連条例等 関連条例等

　これまで実行委員方式により
子育て世代の意見を取り入れ企
画・立案し、市と青少年女性セン
ターの共催で実施してきた。イベ
ントの構成等について3年間の
実績から概ね固まってきたので
平成30年度からは、実行委員方
式をせず、青少年女性センター
の自主事業として開催していく。
　ただし、女性の就労における多
様な生き方、働き方などのワー
クライフバランスに関する講演会
は引き続き企画政策課で企画
し、フェミナスハートプラスの開催
と併せて実施することで多くの集
客を見込む。

　実行委員会運営に係る人件費
が大きいことから、アウトソーシ
ングなど運営主体の見直しを進
めるとともに、県の起業支援制
度や商工振興課の創業支援事
業とのすみわけをするなど、事
業設計をゼロベースで見直す必
要がある。

重点戦略

ドリームチャレンジャー事業

Ｈ28年度決算額

事務事業評価及び事務
事業の見直し基準に基
づく総合評価点数及び

内容

【コイン利用率】
Ｈ28年度　12.1％
【サポーター数】
Ｈ28年度　37団体

Ｈ28年度

　地域全体で子育てを支え、子
どもが夢に向かってチャレンジす
るきっかけをつくるため、コインを
媒体として、小学３年生の児童
が芸術、スポーツその他チャレン
ジしたいことを、地域の大人や団
体から学び、体験する機会をつく
る。

子育て支援課

　共働き、ひとり親家庭が増え、
子育てには一層地域の力が必
要であり、子どもたちが両親や学
校の先生以外の大人と関わる仕
組みづくりが必要になっている。

　子どもたちが子育てに関する
地域の力（支援）により、幅広く
大人と関わって体験する事業
が、特定の年代を対象としてい
たことから、十分な利用が図られ
なかったため、平成29年度末で
休止する。
　その上で、改めて子どもたちが
育つ過程や環境の中で、どのよ
うな事業を展開することが必要
かを検討する。

白井市ドリームチャレンジャー事業実施要綱

事務事業評価及び事務
事業の見直し基準に基
づく総合評価点数及び

内容

Ｈ28年度決算額
4,866,000円4,082,000円

1,063,394円

　子どもの参加率が低いことか
ら、放課後子ども教室や学童保
育との連携を含めて、本事業の
必要性や事業設計をゼロベース
で見直す必要がある。

165,073円

【来場者・出展者実績】
Ｈ27年度　839人
Ｈ28年度　736人
Ｈ29年度は、起業家を応援する
機運を高めるため県が県内10か
所で「ちば起業家交流会」を開催
する中、白井市でも千葉県と共
催し開催。フェミナス実行委員会
のメンバーもプレゼンターとして
参加。

Ｈ27年度

　女性の就労における多様な生
き方、働き方を見つけるととも
に、女性起業家同士がネット
ワークを形成し、今後の事業活
動を発展させることを目指して、
実行委員会方式によりフェミナス
ハートプラスを開催し、起業家・
起業希望者による出展、有識者
による男女共同参画の啓発とし
ての基調講演やセミナーの開
催、起業講座の開催を行う。
《費用内訳》
・青少年女性センター負担
①イベント開催経費　154,477円
・市負担
②講演会経費　　　　106,156円
③実行委員会経費　　 58,917円
②＋③計          165,073円
合計　　　　　　　319,550円

起業学習・体験事業

重点戦略

企画政策課

　男女共同参画に関する住民意
識調査で、働きたくても働けない
29歳以下・30代女性が3割を超
すという結果を踏まえて、女性の
多様な生き方・働き方を考える機
会を提供する必要性が高まって
いる。



４　抜本的な見直しを検討するもの

事業名

区分

担当課

事業実施の背景

事業開始年度

事業概要

実績

事業費 事業費 事業費 事業費

人件費 人件費 人件費 人件費

必要性 有効性 効率性 必要性 有効性 効率性 必要性 有効性 効率性 必要性 有効性 効率性

1 1 2 2 1 4 3 3 2 3 3 2

今後の方向性

関連条例等

Ｈ28年度決算額

事務事業評価及び事務
事業の見直し基準に基
づく総合評価点数及び

内容

高齢者在宅福祉事業
（紙おむつ給付費）

障がい福祉サービス事業
（紙おむつ給付費）

重点戦略外 重点戦略外

高齢者福祉課 社会福祉課

- -

【利用実績】
Ｈ24年度　231人
Ｈ25年度　244人
Ｈ26年度　260人
Ｈ27年度　227人
Ｈ28年度　278人

【利用実績】
Ｈ24年度　21人
Ｈ25年度　23人
Ｈ26年度　23人
Ｈ27年度　24人
Ｈ28年度　24人

9,157,436円 1,194,523円

　高齢者が健康で生き生きとした
生活を送ることができるよう、健
康維持、介護予防、生きがいづく
りなど様々な支援が必要とされ
た。

　障がいのある人が住み慣れ
た地域で安心して暮らせるよう
にするため、障害福祉サービス
の支援が必要とされた。

不詳 平成１８年度

　高齢者等が在宅で自立した生活が送れるよう、紙おむつと防水
シーツを給付する。
【対象者】
・65歳以上の要介護3・4・5、65歳未満の重度身体障害者1・2級の
人で居宅でおむつを使用している人
・前年所得が200万円未満の人
【内容】
・紙おむつ（パンツ型・尿とりパット可）を月90枚まで支給する。
・年１枚、防水シーツを支給する。

健康づくり普及推進事業
（健康増進ルーム運営）

健康課 高齢者福祉課

重点戦略外

　健康増進法において、自治体は
積極的に健康づくりに取り組みや
すい環境整備に努めることとされ
た。

高齢者在宅福祉事業
（高齢者住宅改造費助成サービス）

Ｈ13年度

　２つの一部事務組合によるトレー
ニングルーム、市内２か所のフィッ
トネスクラブ（女性専用）、全中学校
区の総合型地域スポーツクラブな
ど、事業開始時に比べて、地域に
健康づくりに取り組みやすい環境
が整ってきている現状を踏まえ、健
康増進ルームを市が運営する必要
性は低下している。

重点戦略外

　高齢者が健康で生き生きとした
生活を送ることができるよう、健
康維持、介護予防、生きがいづく
りなど様々な支援が必要とされ
た。

138,743円

-

11,901,599円

　高齢者等が在宅で自立した生
活が送れるよう、歩行に支障が
ある高齢者などが居住する住宅
の改造費を助成する。
【対象者】
　移動や歩行に支障があり、介
護を必要とする概ね65歳以上の
高齢者
【対象経費】
・居室、浴室、洗面所、便所、台
所、玄関などの改造費
・簡易スロープ、手すりなどの取
り付け費
【助成額】
市民税課税世帯：改造費の1/2
市民税非課税世帯：改造費全額
※上限
　高齢者：10万円
　障がい者：30万円

　市民の健康増進と健康意識の向
上を図るため、健康増進ルームを
運営する。
【利用資格】
　市内在住・在勤・在学の16歳以上
【使用料】
　1人1回310円
※次の人は使用料を免除する。
①65歳以上の人
②身体障害者手帳、療育手帳、精
神障害者保健福祉手帳所持者
≪参考≫Ｈ28年度事業費内訳
・消耗品費　42,793円
・修繕費　327,564円
・委託料（指導管理）8,762,256円
・委託料（保守点検）486,000円
・使用料　2,208,466円
・工事費　74,520円
　　　　　歳出合計　　11,901,599円
・使用料収入　1,279,060円

【利用実績】
Ｈ24年度　5件
Ｈ25年度　5件
Ｈ26年度　7件
Ｈ27年度　13件
Ｈ28年度　2件

【利用実績】
　　　　　　　　延べ　　　１日平均
Ｈ24年度　　26,237人　　66人
Ｈ25年度　　25,722人　　71人
Ｈ26年度　　29,639人　　83人
Ｈ27年度　　28,755人　　81人
Ｈ28年度　　29,477人　　77人
※使用料無料の人の利用が86％

不詳

　介護保険制度において住宅改
修費が支給されており、利用実
績も少ないことから、事業の実施
意義が薄れている。
※建築宅地課の住宅リフォーム
助成制度でも代替可能である
が、20万円未満のリフォーム工
事は対象外となる。

白井市ねたきり老人等紙おむつ等給付事業実施規則

　防水シーツの支給は廃止する。
　※Ｈ28年度実績：高齢者314,226円（230人）
　　　　　　　　　　　　障がい者30,360円（24人）
　
　紙おむつの支給については、平成27年度に月120枚から90枚に
見直しを行っているため、平成30年度は現状維持とする。
　その上で、実績や近隣市等の状況、支給方法を踏まえ、助成額
や支給方法のあり方等について、平成30年度中に検討する。

白井市保健福祉センターの設置及び管理に関する条例

　開設目的である健康の維持増進
と介護予防の推進という視点に立
ち返って、次のとおり運営方法等を
改善した上で継続する。
・受益者負担のあり方について、平
成30年度の減免制度の見直しに
合わせて検討する。
・平成30年度から新たなマシン等
の購入を中止し、リースが終了し
修繕が不可能になったマシンの廃
棄を行う。
・マシンは必要最低限とし、ストレッ
チや筋力トレーニング教室などの
自宅でできる運動メニューを中心
に提供を行う。
・平成31年度から施設利用状況を
踏まえた開所日数の減少、開所時
間の短縮を段階的に行う。
・近年需要が高まってきている病院
のリハビリテーション終了後の自主
トレーニングの場としての提供の充
実が図れるように、医療機関等へ
の働きかけを行う。

白井市身体障害者等住宅改造費助成に関する規則

　介護保険制度への上乗せサー
ビスの必要性等について、平成
30年度中に検討する。

-

　県内市では、１日当たり概ね１枚程度の給付を実施している団
体が多い中、１日3枚、月90枚の支給はサービス水準が過剰であ
り、一定程度の自己負担を原則として、支給水準を見直す必要が
ある。
≪参考≫他市の紙おむつの支給状況
　印西市：月30枚　　　　　　　　　　　　　　  八街市：月6,000円
　鎌ケ谷市：年220枚　　　　　　　　　　　　 酒々井町：月30枚
　佐倉市：月3,000円　　　　　　　　　　　　　成田市：1日1枚
　四街道市：月2,000円～8,000円　　　　　船橋市：月6,450円
※紙おむつは、1枚概ね100円



事業名

区分

担当課

事業実施の背景

事業開始年度

事業概要

実績

事業費 事業費 事業費 事業費

人件費 人件費 人件費 人件費

必要性 有効性 効率性 必要性 有効性 効率性 必要性 有効性 効率性 必要性 有効性 効率性

3 3 1 3 2 1 3 1 1 3 1 1

今後の方向性

関連条例等

　他の類似事業との連携・統合
やすみわけ、中心都市拠点や生
活拠点等での商業施設の誘致
等との連携など、より効果の高
い（利用される）居場所づくりの
在り方について、平成30年度中
に検討する。

　集落営農の仕組みについて関
心を持ってもらうため、平成29年
度も引き続き人・農地プランの地
区座談会において制度について
説明を行う予定であり、説明会
開催に係る経費を9月議会の補
正予算に計上した。
  今後、各地区における説明会
を通じて集落営農等に対する関
心の醸成を図りながら、平成30
年度に今後の方向性を判断す
る。

　平成30年度から「援農ボラン
ティア育成・活用事業」と統合
し、農業の魅力を伝える講座の
開催などを通じて新規就農者の
発掘を目指す。
　平成33年度を目途に、市直営
からＮＰＯ等への委託に切り替え
ることを検討する。

　地域での親子の居場所づくりと
して、保育園で子育て支援セン
ターやつどいのひろばが開所さ
れている中で、保護者の息抜き
の場としての子育てカフェの在り
方について、民間活力の活用を
含めて、ゼロベースで見直す必
要がある。

　集落営農組織の設立機運が高
まっていない中で、集落営農組
織化が本市にとって最適な手法
か否かを検討するなど、本事業
の事業設計をゼロベースで見直
す必要がある。

事務事業評価及び事務
事業の見直し基準に基
づく総合評価点数及び

内容

811,000円

　ボランティア制度について社会
福祉協議会と協議

0円 0円 0円
Ｈ28年度決算額

　実施場所の確保方策の検討 　市内３地区で、人・農地プラン
の地区説明会を開催し、営農活
動を継続させるための方策の一
つとして集落営農について説明

　環境塾と市民農業大学の在り
方について意見交換を実施

81,000円

0円

0円811,000円

　農業の人手不足を解消するた
め、労働力を補完する援農ボラ
ンティアを育成し、希望する農業
者に援農ボランティアを派遣す
る。

Ｈ28年度 Ｈ28年度 Ｈ28年度 Ｈ28年度

　保護者の育児不安の解消、孤
立感の緩和を図るため、親子の
居場所をつくり、子育て中の人が
保育士、近隣住民との交流し、
気軽に相談や息抜きができる子
育てカフェを実施する。

　農業者の高齢化、後継者不足
に対応し、耕作放棄地の拡大を
防ぐため、千葉県や農協等の関
係機関と連携し、集落営農組織
の設立に向けた相談や地区説
明会などを実施する。

　農業の担い手不足を解消する
ため、農業大学校を開校し、農
業に興味のある人を対象に農作
業の手伝いができるよう育成す
るとともに、新規就農を希望する
人に、就農のきっかけづくりを進
める。

　事業展開が計画より遅れてお
り、実施方策の確保が困難であ
るならば、農業の人手不足解消
を目的とする類似事業との統合
を検討するなど、本事業の事業
設計をゼロベースで見直す必要
がある。

　新規就農者を育成する県立農
業大学校とのすみわけや、農業
の人手不足解消を目的とする類
似事業との統合を検討するな
ど、本事業の事業設計をゼロ
ベースで見直す必要がある。

　援農ボランティアに対する農業
者及び一般市民の関心や必要
性を把握するため、9月議会の
補正予算で事業の検討のため
の調査等に係る経費を計上して
いる。
　平成30年度から「市民農業大
学校事業」と統合し、上記の調
査結果を踏まえて事業の実施の
あり方を検討する。

重点戦略

子育てカフェ事業 集落営農の組織化等支援事業 市民農業大学事業 援農ボランティア育成・活用事業

重点戦略 重点戦略 重点戦略

　農業者の高齢化等により、農
作業が重労働化しており人手が
必要になっている。

保育課 農政課 農政課 農政課

　核家族化等により育児に関す
る不安や孤立感を抱える保護者
が多くなり、その解消を図る必要
が高まっている。

　農業者の高齢化、後継者不足
等に伴う農業生産力の低下や耕
作放棄地が拡大している中、集
落のような地縁集団等単位とし
て、農業生産活動を共同で行う
組織の設立が求められている。

　農業者の高齢化等により、農
作業が重労働化しており人手が
必要になってきている。


